
平成 年 月 日 金曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号15 11 108 1７

平成 年 月 日（金）

号外第 号

15 11

108

７

毎週火 金曜日発行･

改 正 後 改 正 前

入札参加資格

入札参加資格 、次 掲 要件 満 者

対 、別表 左欄 掲 発注工事種別 付与

。

（ ）～（ ） 略

（ ） 入札 参加 希望 別表 左欄 掲 発

注工事種別 係 建設工事 、直前審査 係

審査基準日前 年間（鋼橋工事 、 年

間）又 当該審査基準日 申請 日 工事施

工金額 。 、鋼橋工事 （ ）

（ ） 掲 要件 満 場合又

・ ー 工事（以下「ＰＣ工事」 。）

（ ）（ ） 掲 要件 満 場

合 、 限 。

（ ）及 （ ） 略

入札参加資格

入札参加資格 、次 掲 要件 全 満 者

対 、別表 左欄 掲 発注工事種別 付与

。

（ ）～（ ） 略

（ ） 入札 参加 希望 別表 左欄 掲 発

注工事種別 係 建設工事 、直前審査 係

審査基準日前 年間（鋼橋工事 、 年

間）又 当該審査基準日 申請 日 工事施

工金額 。

（ ）及 （ ） 略

１

１ ４

５

１ ５

８

８

６ ７

１

１ ４

５

１ ５

６ ７

は に げる をすべて たす

に し の に げる ごとに

する

への を する の に げる

に る について に

る にあっては

は から の までに

があること ただし について

ウ イ に げる を たす はプレストレス

ト コンクリ ト という

について エ イ に げる を たしている

にあっては この りでない

び

は に げる を て たす に

し の に げる ごとに す

る

への を する の に げる

に る について に

る にあっては

は から の までに

があること

び

◇ 建設工事 一般競争入札又 指名競争入札 参加 者 必要 資格等 一部改正（ ）
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） 一部 次 改正 。

平成 年 月 日
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（ ） 特殊工事（ 装工事（

限 。）、港湾工事、鋼橋工事及 ＰＣ工事 。

以下同 。） 、 次 掲 要件

満 。

略

港湾工事

次 掲 要件 満 、 、港湾工

事 施工 経験年数 年以上 。

（ ）及 （ ） 略

（ ） 港湾工事 施行 経験年数 年以上

者 次 表 乗組員 欄 掲 人数以上

乗組員 配置 。

場合 、起重台船及

船 乗組員 、相互 船舶 乗組員 兼

。

区

分

船 舶 乗 組 員

船舶名

規

格

能

力

隻

数

備

考

二級

小型

船舶

操縦

士

運

転

士

他

船
員

計

略

船

略

鋼橋工事

（ ）（ ） 本文 要件 該当 場合

ａ 橋 （Ｈ型鋼 主桁 除 。

ｂ 同 。） 製作 、及 架設

経験 有 。

ｂ 略

ｃ 鋼橋 製作 必要 工作機械及

溶接機械 備 工場 、鋼橋 製作

。

（ ）（ ）以外 場合

ａ 県内 主 事務所 有 。

ｂ 次 機械 備 工場 有 。

（ａ） 天井走行 ー （重量 以上

限 。）

（ｂ） 手動 切断機（ＪＩＳＢ 適合

限 。）及 自動 切断

機（切断板厚 ー 以上

限 。）

（ ） 特殊工事（ 装工事（

限 。）、港湾工事及 鋼橋工事（ＰＣ橋 係 工

事 含 。） 。以下同 。） 、

次 掲 要件 満 。

略

港湾工事

次 掲 要件 満 、 、港湾工

事 施工 経験年数 年以上 。

（ ）及 （ ） 略

（ ） 港湾工事 施行 経験年数 年以上

者 次 表 乗組員 欄 掲 人数以上

乗組員 配置 。

場合 、起重台船及

船 乗組員 、相互 船舶 乗組員 兼

。

区

分

船 舶 乗 組 員

船舶名

規

格

能

力

隻

数

備

考

二級

小型

船舶

操縦

士

運

転

士

他

船
員

計

略

船

略

鋼橋工事（ＰＣ橋 係 工事 含 。）

（ ） 共通事項

ａ 橋 （Ｈ型鋼 主桁 除 。）

製作 、及 架設 経験 有 。

ｂ 略

（ ） 鋼橋工事 係 事項

鋼橋 製作 必要 工作機械及 溶

接機械 備 工場 、鋼橋 製作

。
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（ｃ） 自動溶接機（出力電流

以上 限 。）、交流溶接機（出力

電流 以上 限 。）、

溶接棒乾燥機（出力電流

以上 限 。）及 溶接機

（適用範囲 ー 以上

限 。）

（ｄ） ー 盤（穴開 能力

ー 以上 限 。）及 携帯

式磁気応用穴開 機（穴開 能力

ー 以上 限 。）

（ｅ） 空気圧縮機（ 馬力（ ）

以上 限 。）、 （爪付 及

頭部加重 以上 限 。）

及 油圧 （加圧能力 以上

限 。）

ｃ 次 計測機器 有 。

（ａ） 超音波探傷器

（ｂ） 携帯式工業 線装置

（ｃ） 塗膜厚測定器

ｄ 次 技術者 備 。

（ａ） 法第 条第 項 規定 実施

級 土木施工管理 技術検定 合格

者

（ｂ） 労働安全衛生規則（昭和 年労働省令

第 号）第 条 規定 実施

鋼橋架設等作業主任者技能講習 修了

者

（ｃ） ー 等安全規則（昭和 年労働省

令第 号）第 条 規定 移動式 ー

運転士免許 有 者

（ｄ） 電離放射線障害防止規則（昭和 年労

働省令第 号）第 条 規定

線作業主任者免許 有 者

（ｅ） 社団法人日本溶接協会 実施 特別

級、 級若 級 溶接管理技術者評

価試験又 手溶接技能者、半自動溶接技能

者若 肉溶接技能者 係 試験

合格 者

（ｆ） 社団法人日本非破壊検査協会 実施

ＪＩＳＺ 非破壊試験技術者資格試験

合格 者

（ ） ＰＣ橋 工事 係 事項

ａ 桁橋 、ＪＩＳ規

格 適合 工場 有 。

ｂ 桁橋 、工法

特許又 当該工法 使用

権利 有 。

ＰＣ工事

が アンペ

ア のものに る

が アンペア のものに る
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のものに る びスタッド
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（ ）（ ） 本文 要件 該当 場合

ａ 橋 （ 型鋼 主桁 除 。

ｂ 同 。） 製作 、及 架設

経験 有 。

ｂ 橋 上部工 製作 係 検査体制

確立 。

ｃ 桁橋 、ＪＩＳ規

格 適合 工場 有 。

ｄ 桁橋 、工法

特許又 当該工法 使用

権利 有 。

（ ）（ ）以外 場合

ａ 県内 主 事務所 有 。

ｂ 単純桁橋又

連続桁橋 係 事項

ＪＩＳＡ 認定 取得 工場 有

。

ｃ 桁橋 係 事項

工法 特許又 当該工法 使用

権利 有 。

ｄ 次 技術者 備 。

（ａ） 法第 条第 項 規定 実施

級 土木施工管理 技術検定 合格

者

（ｂ） 労働安全衛生規則第 条 規定

実施 ー 橋架設等作

業主任者技能講習 修了 者

（ｃ） ー 等安全規則第 条 規定

ー 運転士免許 有 者

（ｄ） 社団法人 ー

技術協会 実施

ー 技士試験 合格 者

（ｅ） 社団法人日本 ー 工学協会

実施 ー 技士又 ー

主任技士 係 試験 合格 者

（ｆ） 社団法人日本 ー 工学協会

実施 ー 診断士試験 合格

者

申請手続

（ ） 提出書類

建設工事入札参加資格審査申請書（様式第 号）

及 次 掲 書類

（ ） 県内 主 事務所 有 建設業者（以

下「県内業者」 。）

ａ～ｆ 略

ｇ 法人 法人税、消費税及 地方消

費税（延滞金及 加算金 含 。） 未納

証 納税証明書（国税通則法施

行規則（昭和 年大蔵省令第 号）別紙第

申請手続

（ ） 提出書類

建設工事入札参加資格審査申請書（様式第 号）

及 次 掲 書類

（ ） 県内 主 事務所 有 建設業者（以

下「県内業者」 。）

ａ～ｆ 略

ｇ 法人 法人税、消費税及 地方消

費税（延滞金及 加算金 含 。） 未納

証 納税証明書（国税通則法施

行規則（昭和 年大蔵省令第 号）別紙第
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に たる を すること

プレテンション はプレテンショ

ン に る
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号書式（以下「第 号書式」 。）

）並 県税（延滞金及 加算金 含

、地方消費税 除 。） 未納

証 納税証明書、個人 所得税、

消費税及 地方消費税（延滞金及 加算金

含 。） 未納 証 納税証明

書（第 号書式 ）並 県税（延

滞金及 加算金 含 、個人県民税及 地方

消費税 除 。） 未納 証

納税証明書（ 平成 年 月 日以降

交付 納税証明書 限 。）

（ ） 県外 主 事務所 有 建設業者（以

下「県外業者」 。）

ａ及 ｂ 略

ｃ 県内 事務所又 事業所 有 者

（ ）（ ）ｇ 掲 納税証明書、

以外 者 法人 法人税、消

費税及 地方消費税（延滞金及 加算金 含

。） 未納 証 納税証明書

（第 号書式 ）、個人

所得税、消費税及 地方消費税（延滞金及

加算金 含 。） 未納 証

納税証明書（第 号書式 ）（

平成 年 月 日以降 交付 納税

証明書 限 。）

ｄ～ｆ 略

特殊工事 入札参加資格 希望 者 、

書類 加 、（ ）ａ又 （ ）ａ 掲 書類

提出 。 場合 、（ ）ｂ又

（ ）ｂ 掲 事項 留意 。

（ ） 県内業者及 港湾工事、鋼橋工事又 ＰＣ

工事 入札参加資格 希望 県外業者

ａ 提出書類

（ａ）及 （ｂ） 略

（ｃ） 職員調書（様式第 号）及 当該職員

調書 記載 職員 有 資格等 証

書面 写 並 県外業者 、

雇用保険被保険者証及 健康保険被保険者

証 本人欄 写

（ｄ）～（ｇ） 略

（ｈ） ＰＣ工事 入札参加資格 希望 者

、ＪＩＳＡ 認定書又

桁橋 製作 工法 特許

係 権利書 写

ｂ 提出 係 留意事項

（ａ） 港湾工事、鋼橋工事又 ＰＣ工事 入

札参加資格 希望 者 係 事項

号書式（以下「第 号書式」 。）

）並 県税（延滞金及 加算金 含

、地方消費税 除 。） 未納

証 納税証明書、個人 所得税、

消費税及 地方消費税（延滞金及 加算金

含 。） 未納 証 納税証明

書（第 号書式 ）並 県税（延

滞金及 加算金 含 、個人県民税及 地方

消費税 除 。） 未納 証

納税証明書（ 平成 年 月 日以降

交付 納税証明書 限 。）

（ ） 県外 主 事務所 有 建設業者（以

下「県外業者」 。）

ａ及 ｂ 略

ｃ 県内 事務所又 事業所 有 者

（ ）（ ）ｇ 掲 納税証明書、

以外 者 法人 法人税、消

費税及 地方消費税（延滞金及 加算金 含

。） 未納 証 納税証明書

（第 号書式 ）、個人

所得税、消費税及 地方消費税（延滞金及

加算金 含 。） 未納 証

納税証明書（第 号書式 ）（

平成 年 月 日以降 交付 納税

証明書 限 。）

ｄ～ｆ 略

特殊工事 入札参加資格 希望 者 、

書類 加 、（ ）ａ又 （ ）ａ 掲 書類

提出 。 場合 、（ ）ｂ又

（ ）ｂ 留意事項 留意 。

（ ） 県内業者及 港湾工事又 鋼橋工事（ＰＣ

橋 係 工事 含 。） 入札参加資格 希望

県外業者

ａ 提出書類

（ａ）及 （ｂ） 略

（ｃ） 職員調書（様式第 号）及 当該職員

調書 記載 職員 有 資格等 証

書面 写

（ｄ）～（ｇ） 略

ｂ 提出 係 留意事項

（ａ） 港湾工事又 鋼橋工事（ＰＣ橋 係

工事 含 ） 入札参加資格 希望

９

３ ３

９ ３ ２

４ １

２ １

９ ３ ３

９ ３ ２

４ １

８

３ ３

８ ３ ２

４ １

２ １

８ ３ ３

８ ３ ２

４ １

という その

の びに び を

み を く に がないこと

を する にあっては

び び を

む に がないことを する

その の びに

び を み び

を く に がないことを する

いずれも

に された に る

イ に たる を する

という

び

に は を する にあっ

ては ア ア に げる そ

れ の のうち にあっては

び び を

む に がないことを する

その の にあっては

び び

を む に がないことを する

その の いず

れも に された

に る

イ の を する は アの

に えて ア は イ に げる を

すること この においては ア は

イ に げる に すること

ア び は

の を する

び

び

に した が する を す

る の し びに にあっては

び

の の し

の を する

にあっては はポス

トテンション を する の に

る の し

に る

は の

を する に る

という その

の びに び を

み を く に がないこと

を する にあっては

び び を

む に がないことを する

その の びに

び を み び

を く に がないことを する

いずれも

に された に る

イ に たる を する

という

び

に は を する にあっ

ては ア ア に げる そ

れ の のうち にあっては

び び を

む に がないことを する

その の にあっては

び び

を む に がないことを する

その の いず

れも に された

に る

イ の を する は アの

に えて ア は イ に げる を

すること この においては ア は

イ の に すること

ア び は

に る を む の を

する

び

び

に した が する を す

る の し

に る

は に る

を む｡ の を する
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14

10

5373

14

14

10

けた
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提出後、職員調書（様式第 号） 記載

職員以外 者 職員 場合 、

当該職員 追加 職員調書並 当該職

員 雇用保険被保険者証及 健康保険被保

険者証 本人欄 写 速 提出

。 場合 、港湾工事 入札

参加資格 希望 者 、当該職

員 係 実務経験調書（様式第 号） 併

提出 。

（ｂ） 略

（ ） 略

（ ） 提出期間

次 掲 期間 。 、一般競争入札

参加資格 希望 者 、知事 別 定

期間 、提出 。

県内業者

（ ） （ ）（ ） 鋼橋工事又 （ ）

（ ） ＰＣ工事 入札参加資格 希望

場合

平成 年 月 日（金） 平成 年 月

日（金）

（ ）（ ）以外 場合

平成 年 月 日（金） 平成 年 月

日（金） （経営事項審査 申請 同時 提

出 。）

略

（ ）及 （ ） 略

～ 略

者 係 事項

提出後、職員調書（様式第 号） 記載

職員以外 者 職員 場合 、

当該職員 追加 職員調書並 当該職

員 雇用保険被保険者証及 健康保険被保

険者証 本人欄 写 速 提出

。 場合 、港湾工事 入札

参加資格 希望 者 、当該職

員 係 実務経験調書（様式第 号） 併

提出 。

（ｂ） 略

（ ） 略

（ ） 提出期間

次 掲 期間 。 、一般競争入札

参加資格 希望 者 、知事 別 定

期間 、提出 。

県内業者

平成 年 月 日（金） 平成 年 月 日

（金） （経営事項審査 申請 同時 提出

。）

略

（ ）及 （ ） 略

～ 略

10

12

15 11 16 30

14 28 15 31

10

12

14 28 15 31

に

している の を とする は

を した びに

の び

の の しを やかに する

こと この において の

を する にあっては

に る を

せて すること

イ

に げる とする ただし の

を する については が に め

る においても することができる

ア

ア ウ イ による は エ

イ による の を する

から

まで

イ ア の

から

まで の と に

すること

イ

び

に る

に

している の を とする は

を した びに

の び

の の しを やかに する

こと この において の

を する にあっては

に る を

せて すること

イ

に げる とする ただし の

を する については が に め

る においても することができる

ア

から

まで の と に す

ること

イ

び

２

１ ８ １ ８

７ １

６ １

３ ４

３ ５

２

６ １

３ ４

３ ５

鳥取県告示第 号442

平成 年度 県 発注 建設工事（建設業法（昭和 年法律第 号。以下「法」 。）第 条第

項 規定 建設工事 。以下同 。） 一般競争入札（地方公共団体 物品等又 特定役務 調達手続

特例 定 政令（平成 年政令第 号） 適用 受 除 。以下同 。）又 指名競争入札 参加

者 必要 資格（以下「入札参加資格」 。）、 審査申請手続等 次 定 、告

示 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

入札参加資格

入札参加資格 、入札 参加 希望 工事 別表 左欄 掲 種別（以下「発注工事種別」 。）

16 24 100

372

15 11

において が する という

に する をいう じ の の は の

の を める の を けるものを く じ は に

する に な という その について のとおり めたので

する

は への を する の の に げる という

２

１

７

７

１
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機 械 名 能 力 等

ー ー ー ー 長 ー 以上

ー 施工 可能 幅 ー 又 ー

ー ー 両輪駆動又 全輪駆動 車両 重量 以上

ー ー 車両 重量 以上

モ タグレ ダ ブレ ドの さが メ トル のもの

アスファルトフィニッシャ が な が メ トル は メ トルのもの

マカダムロ ラ は で の が トン のもの

タイヤロ ラ の が トン のもの

3.1

4.5 8.5

10

８

ごとに に げる をすべて たす に して する

の の に しない であること

ごとに の に げる の に じた に する の

を けていること

ごとに の に げる の に じた の の

という であって が から

は の という の を とした にあっては

までの のものをいう じ を けていること

について に る にあっては は

から の までの に を し を していること ただし につ

いて ウ イ に げる を たす はプレストレスト コンクリ ト とい

う について エ イ に げる を たしている にあっては この りでない

ア ア は イ しくは に める に がないこと

は において の を っていないこと

ほ アスファルトによるものに る び を き じ

び をいう じ にあっては に げる を たしていること

ア ほ

ア の を の に に えていること

の であり かつ の を けている であって アスファルト

の を うことができるもの

の であって ほ の は として できるもの

イ の を の に に えていること

の であって アスファルトフィニッシャ マカダムロ ラ びタイヤロ ラ をそれ

ぞれ できる びにレ キマン において の を に う をいう じ

ウ の を の に に えていること

が し はリ ス リ ス が の に する

の による の パ セント が の は パ セン

ト パ セント で リ ス の がリ ス の と との におお

むね し に することが されているものに る じ により する の に

げる

エ におけるオ バ レイ びレベリング を む び

ガ ドレ ル その に めるものを く を ら できるこ

と

、次 掲 要件 満 者 対 付与 。

（ ） 地方自治法施行令（昭和 年政令第 号）第 条 第 項 規定 該当 者 。

（ ） 発注工事種別 、別表 右欄 掲 建設工事 種類 応 法第 条第 項 規定 建設業

許可 受 。

（ ） 発注工事種別 、別表 右欄 掲 建設工事 種類 応 直前審査（法第 条 第 項 審

査（以下「経営事項審査」 。） 、審査基準日 平成 年 月 日 平成 年 月 日（合

併、分割又 営業 譲渡（以下「合併等」 。） 期日等 審査基準日 経営事項審査 、

平成 年 月 日） 間 。以下同 。） 受 。

（ ） 発注工事種別 、直前審査 係 審査基準日前 年間（鋼橋工事 、 年間）又 当該

審査基準日 申請 日 間 、工事 施工 、請負代金 受領 。 、鋼橋工事

（ ）（ ） 掲 要件 満 場合又 ・ ー 工事（以下「ＰＣ工事」

。） （ ）（ ） 掲 要件 満 場合 、 限 。

（ ） （ ）（ ）ｇ又 （ ）ｃ若 ｄ 定 納税証明書 未納税額 。

（ ） 経営事項審査又 入札参加資格審査 虚偽 申請 行 。

（ ） 特殊工事（ 装工事（ 限 。別表及 様式 除 、以下同 。）、港湾工事、

鋼橋工事及 ＰＣ工事 。以下同 。） 、次 掲 要件 満 。

装工事

（ ） 次 技術者 県内 営業所 常 備 。

ａ 常勤 正社員 、 、舗装施工管理技術者 登録 受 者 、 合

材 品質管理 行 名以上

ｂ 常勤 正社員 、 装工事 主任技術者又 監理技術者 配置 名以上

（ ） 次 作業員 県内 営業所 常 備 。

常勤 正社員 、 ー、 ー ー及 ー ー

操作 者並 ー （舗装 、最後 微調整 専門的 行 者 。以下同 。）

各 名以上

（ ） 次 舗装用機械 県内 営業所 常 備 。

自己 保有 、又 ー 契約（ ー 期間 減価償却資産 耐用年数等 関 省令（昭和 年大

蔵省令第 号） 規定 耐用年数 ー 以上（当該年数 年以上 場合 、 ー

以上） ー 以下 、 ー 料金 総額 ー 物件 取得価格 諸費用 合計額

相当 、中途 解約 禁止 限 。以下同 。） 使用 次 表

掲 機械

（ ） 表層工（舗装補修 ー ー 及 層 含 。）、基礎工及 上層路盤工（特殊

工法部分、路面切削、 ー ー 、側溝、街渠 他別 定 除 。） 自 施工

。

１ ４ １

２ ３ １

３ １

１ ９

１

４ １ ５

７

７

５ ２ １

６

７

１

１

１

22 16 167

27 23

14 10 15 30

16 31

40

15 70 10 60
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区

分

船 舶 乗 組 員

船 舶 名 規格能力
二 級 小 型
船舶操縦士

運転士
他

船員

船 馬力以上

起 重 台 船 吊以上

台 船 積以上

船（ 積台
船 、 立方 ー
積載 含 。）

馬力以上

その
の

え い

トン

トン

グラブしゅんせつ トンの
で メ トルのクラムを
できるものを む

１ ２ １

２ １ ３

３ ２

４ １ ３

100

25

20

50
0.6 100

イ

に げる を たし かつ に る び から の までの

に した の の が となること

ア の を えていること

の に した が ある

の に した が ある

イ が し はリ ス により する の に げる をそれぞれ してい

ること

ウ において イ の の の に げる の として に した が

ある を につき の の に める できること この において

びグラブしゅんせつ の は の の を ねることができる

ウ

ア の の に する

りょう を とするものを く において じ を し び した を

すること

りょうの の に る が していること

を するために な び を えた において を できること

イ ア の

に たる を すること

の を えた を すること

クレ ン が トン のものに る

ガス に しているものに る び ガス

ミリメ トル のものに る

が アンペア のものに る が アン

ペア のものに る が キログラム のものに る びスタッ

ド が ミリメ トル のものに る

ラジアルボ ル け が ミリメ トル のものに る び

け け が ミリメ トル のものに る

キロワット のものに る ジャッキ き び

が トン のものに る び プレス トン のものに る

の を すること

港湾工事

次 掲 要件 満 、 、直前審査 係 審査基準日及 当該審査基準日 申請 日 間

施工 港湾工事 工期 合計 年以上 。

（ ） 次 技術者 備 。

ａ 港湾工事 監督業務 従事 期間 年以上 専任技術者 名以上

ｂ 港湾工事 監督業務 従事 期間 年以上 補助技術者 名以上

（ ） 自己 保有 、又 ー 契約 使用 次 表 掲 船舶 隻以上保有

。

（ ） 港湾工事 （ ） 表 船舶 欄 掲 船舶 乗組員 業務 従事 期間 年以上

者 、 隻 同表 乗組員 欄 定 人数以上配置 。 場合 、起重台

船及 船 乗組員 、相互 船舶 乗組員 兼 。

鋼橋工事

（ ）（ ） 本文 要件 該当 場合

ａ 橋 （Ｈ型鋼 主桁 除 。ｂ 同 。） 製作 、及 架設 経験 有

。

ｂ 橋 上部工 製作 係 検査体制 確立 。

ｃ 鋼橋 製作 必要 工作機械及 溶接機械 備 工場 、鋼橋 製作 。

（ ）（ ）以外 場合

ａ 県内 主 事務所 有 。

ｂ 次 機械 備 工場 有 。

（ａ） 天井走行 ー （重量 以上 限 。）

（ｂ） 手動 切断機（ＪＩＳＢ 適合 限 。）及 自動 切断機（切断板厚

ー 以上 限 。）

（ｃ） 自動溶接機（出力電流 以上 限 。）、交流溶接機（出力電流

以上 限 。）、溶接棒乾燥機（出力電流 以上 限 。）及

溶接機（適用範囲 ー 以上 限 。）

（ｄ） ー 盤（穴開 能力 ー 以上 限 。）及 携帯式磁気応用穴

開 機（穴開 能力 ー 以上 限 。）

（ｅ） 空気圧縮機（ 馬力（ ）以上 限 。）、 （爪付 及 頭部加重

以上 限 。）及 油圧 （加圧能力 以上 限 。）

ｃ 次 計測機器 有 。

３

５ １

２ １

１

２

１

４

７

５
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（ａ） 超音波探傷器

（ｂ） 携帯式工業 線装置

（ｃ） 塗膜厚測定器

ｄ 次 技術者 備 。

（ａ） 法第 条第 項 規定 実施 級 土木施工管理 技術検定 合格 者

（ｂ） 労働安全衛生規則（昭和 年労働省令第 号）第 条 規定 実施 鋼橋架設

等作業主任者技能講習 修了 者

（ｃ） ー 等安全規則（昭和 年労働省令第 号）第 条 規定 移動式 ー 運転士免

許 有 者

（ｄ） 電離放射線障害防止規則（昭和 年労働省令第 号）第 条 規定 線作業主任者

免許 有 者

（ｅ） 社団法人日本溶接協会 実施 特別級、 級若 級 溶接管理技術者評価試験又 手

溶接技能者、半自動溶接技能者若 肉溶接技能者 係 試験 合格 者

（ｆ） 社団法人日本非破壊検査協会 実施 ＪＩＳＺ 非破壊試験技術者資格試験 合格 者

ＰＣ工事

（ ）（ ） 本文 要件 該当 場合

ａ 橋 （Ｈ型鋼 主桁 除 。ｂ 同 。） 製作 、及 架設 経験 有

。

ｂ 橋 上部工 製作 係 検査体制 確立 。

ｃ 桁橋 、ＪＩＳ規格 適合 工場 有 。

ｄ 桁橋 、工法 特許又 当該工法 使用 権利

有 。

（ ）（ ）以外 場合

ａ 県内 主 事務所 有 。

ｂ 単純桁橋又 連続桁橋 係 事項ＪＩＳＡ 認定 取得 工場

有 。

ｃ 桁橋 係 事項

工法 特許又 当該工法 使用 権利 有 。

ｄ 次 技術者 備 。

（ａ） 法第 条第 項 規定 実施 級 土木施工管理 技術検定 合格 者

（ｂ） 労働安全衛生規則第 条 規定 実施 ー 橋架設等作業主任者技能

講習 修了 者

（ｃ） ー 等安全規則第 条 規定 ー 運転士免許 有 者

（ｄ） 社団法人 ー 技術協会 実施 ー 技士試

験 合格 者

（ｅ） 社団法人日本 ー 工学協会 実施 ー 技士又 ー 主任技士

係 試験 合格 者

（ｆ） 社団法人日本 ー 工学協会 実施 ー 診断士試験 合格 者

申請手続

（ ） 提出書類

建設工事入札参加資格審査申請書（様式第 号）及 次 掲 書類

（ ） 県内 主 事務所 有 建設業者（以下「県内業者」 。）

ａ 営業 沿革（様式第 号）

ｂ 直前 営業年度 工事施工金額調書（様式第 号）
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ｃ 工事経歴書（様式第 号）

ｄ 職員調書（様式第 号）

ｅ 研修 状況（様式第 号）

ｆ 営業用機械器具調書（様式第 号）

ｇ 次 掲 国税及 地方税 未納 証 平成 年 月 日以降 交付 納税証明

書

（ａ） 法人 、法人税、消費税及 地方消費税（延滞金及 加算金 含 。以下同 。）

係 （国税通則法施行規則（昭和 年大蔵省令第 号）別紙第 号書式（以下「第 号書式」

。） ）並 鳥取県 県税（延滞金及 加算金 含 、地方消費税 除 。） 係

（ｂ） 個人 、所得税、消費税及 地方消費税 係 （第 号書式 ）並

鳥取県 県税（延滞金及 加算金 含 、個人県民税及 地方消費税 除 。） 係

ｈ 建設業許可通知書 写

（ ） 県外 主 事務所 有 建設業者（以下「県外業者」 。）

ａ 直前審査 結果通知書 写

ｂ 直前審査 審査基準日 係 建設業法施行規則（昭和 年建設省令第 号）第 条 規定

工事経歴書 写 又 工事経歴書（様式第 号）

ｃ 県内 事務所又 事業所 有 者 、 （ ）（ ）ｇ 定 納税証明書

ｄ 県内 事務所又 事業所 有 者 、次 掲 国税及 地方税 未納

証 平成 年 月 日以降 交付 納税証明書

（ａ） 法人 、法人税、消費税及 地方消費税（第 号書式 ）

（ｂ） 個人 、所得税、消費税及 地方消費税（第 号書式 ）

ｅ 法人 、商業登記簿 謄本

ｆ 建設業許可証明書

ｇ 入札 参加等 権限 委任状（年間委任 場合 限 。）

特殊工事 入札参加資格 希望 者 、 書類 加 、（ ）ａ又 （ ）ａ 掲 書類 提出

。 場合 、（ ）ｂ又 （ ）ｂ 掲 事項 留意 。

（ ） 県内業者及 港湾工事、鋼橋工事又 ＰＣ工事 入札参加資格 希望 県外業者

ａ 提出書類

（ａ） 特殊工事入札参加資格審査添付書類（様式第 号）

（ｂ） 誓約書（様式第 号）（ 装工事 入札参加資格 希望 県内業者 限 。）

（ｃ） 職員調書（様式第 号）及 当該職員調書 記載 職員 有 資格等 証 書面 写

並 県外業者 、雇用保険被保険者証及 健康保険被保険者証 本人欄 写

（ｄ） 職員写真（様式第 号）（ 装工事 入札参加資格 希望 県内業者 限 。）

（ｅ） 実務経験調書（様式第 号）（港湾工事 入札参加資格 希望 者 限 。）

（ｆ） 機械調書（様式第 号）及 当該機械調書 記載 機械 売買契約書、固定資産台帳又 ー

契約書 写

（ｇ） 機械写真（様式第 号）

（ｈ） ＰＣ工事 入札参加資格 希望 者 、ＪＩＳＡ 認定書又

桁橋 製作 工法 特許 係 権利書 写

ｂ 提出 係 留意事項

（ａ） 港湾工事、鋼橋工事又 ＰＣ工事 入札参加資格 希望 者 係 事項

提出後、職員調書（様式第 号） 記載 職員以外 者 職員 場合 、当該職員

追加 職員調書並 当該職員 雇用保険被保険者証及 健康保険被保険者証 本人欄 写
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速 提出 。 場合 、港湾工事 入札参加資格 希望 者 、当

該職員 係 実務経験調書（様式第 号） 併 提出 。

（ｂ） 装工事 入札参加資格 希望 県内業者 係 事項

装工事 入札参加資格 希望 県内業者 、現地 確認用 様式第 号 様式第

号 、様式第 号及 様式第 号 部追加 提出 、提出 書類 内容 変更

生 場合 、様式第 号及 変更後 書類 速 提出 。 、職員調書（様式第

号） 記載 職員以外 者 職員 場合 、当該職員 雇用保険被保険者証及 健康

保険被保険者証 本人欄 写 併 提出 。

（ ） 装工事（ 限 。） 入札参加資格 希望 県外業者

ａ 提出書類

（ａ） 装工事（ ）入札参加資格審査添付書類（様式第 号）

（ｂ） 誓約書（様式第 号）

（ｃ） 職員調書（様式第 号）並 直接舗設 携 職員 有 資格等 証 書面 写 並

県内 営業所 常時勤務 正社員 雇用保険被保険者証及 健康保険被保険者証 本

人欄 写

（ｄ） 職員写真（様式第 号）

（ｅ） 機械設備調書（様式第 号）及 当該機械設備調書 記載 機械 売買契約書、固定資産台

帳又 ー 契約書 写

（ｆ） 機械設備写真（様式第 号）

ｂ 提出 係 留意事項

現地 確認用 様式第 号 様式第 号 書類 部追加 提出 、提

出 書類 内容 変更 生 場合 、様式第 号及 変更後 書類 速 提出 。

（ ） 提出期間

次 掲 期間 。 、一般競争入札 参加資格 希望 者 、知事 別 定 期

間 、提出 。

県内業者

平成 年 月 日（金） 平成 年 月 日（金） （経営事項審査 申請 同時 提出 。）

県外業者

平成 年 月 日（月） 同月 日（金）

、知事 特別 理由 認 、当該期間以外 期間 提出 。

（ ） 提出方法

県内業者

持参 。

県外業者

持参 、又 送付 （送付 場合 、平成 年 月 日（金） 消印 限 、受

付 。）。

（ ） 提出先

鳥取県県土整備部管理課建設業係（〒 鳥取市東町一丁目 電話 ）

更生会社又 再生会社 入札参加資格

平成 年 月 日以後 会社更生法（平成 年法律第 号） 更生手続開始 決定 行 者又

民事再生法（平成 年法律第 号） 再生手続開始 決定 行 者 、当該更生手続開始

日又 当該再生手続開始 日 審査基準日 入札参加資格 付与 。 場合 、

者 既 入札参加資格 付与 、入札参加資格 再認定 申 出 。

資格審査結果 通知
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発行所 鳥取県鳥取市東町一丁目 鳥 取 県 【定価 部 月 円（送料 含 ）】220 2,200１ １か を む｡

古紙配合率 ％再生紙 使用100 を しています

(URL:http://www.pref.tottori.jp)

資格審査 結果 、資格決定通知書 通知 。

入札参加資格 有効期間

入札参加資格 有効期間 、 付与 日 平成 年 月 日（次 掲 場合 、

定 日） 。

（ ） 入札参加資格 付与 者 直前審査 係 公共工事 請 負 期間 満了 日（以

下「満了日」 。） 経営事項審査（審査基準日 平成 年 月 日 平成 年 月 日（合併

等 期日等 審査基準日 経営事項審査 、満了日） 間 限 。） 申請 行

場合 満了日

（ ） 平成 年度及 平成 年度 建設工事 一般競争入札又 指名競争入札 参加 者 必要 資格、

審査申請手続等 平成 年 月 日 告示 場合 当該告示 日 起算 日 経過

日
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